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第３回 小竹町水道事業運営審議会 会議録 

（公開用・詳細版） 
 

開催日時 令和７年１０月３日（金曜日）９時０３分～１０時０２分 

開催場所 小竹町役場 ２階 大会議室 

出席者 

【委 員】出席委員 ：８名 

欠席委員 ：１名 

【事務局】上下水道課：４名 

配付資料 

 

資料１  総括原価方式による料金水準について 

資料２  経営戦略について 

その他  小竹町水道事業の今後の経営及び運営について（中間答申） 

     水道料金算定要領（令和７年２月 公益社団法人 日本水道協会） 
 

議事要旨 

１ 開会 

【会 長】皆さま、おはようございます。本日は、１名の委員の方が所用のためご欠席となっ

ておりますが、委員の皆様方の半数以上にご出席いただいておりますので、会議は成立いた

しました。それでは、定刻となりましたので、ただいまから「第３回小竹町水道事業運営審

議会」を開会いたします。審議に入る前に、傍聴についてお伺いしたいと思います。第 1回

の審議会において傍聴を認めるかどうかについては、審議内容により決定するということに

なりました。今回の資料を見ていただいてお分かりになりますように、決定していない情

報、それらが流れてしまうと住民の方に誤解や混乱を生んでしまうということで、今回の審

議会については非公開という形をとりたいと思いますが、いかがでしょうか。 

（異議なし） 

 

では、それで進めたいと思います。それでは、審議事項に沿って議事に進んでまいりたいと

思います。まず、その前に資料が用意されておりますが、こちらについて、事務局の方より

ご報告をお願いします。 

【事務局】先日の中間答申の内容確定まで、たくさんのご意見を頂戴いたしましてありがとう

ございました。無事に９月９日に町長に中間答申書をお渡しし、１１日に議会の文教厚生委
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員会の方に報告をしております。今日お付けしております答申書に、添付の資料として１回

目と２回目の審議会資料のいくつかをお付けしております。ありがとうございました。 

 

２ 審議事項 

 ⑴ 総括原価方式による料金水準について 

【会 長】それでは、審議事項に移りたいと思います。「⑴ 統括原価方式による料金水準に

ついて」、説明をお伺いしたいと思いますが、ちょっと中身を見ますと、大事な数字が出て

きます。今後の料金改定にあたって、基礎となる数字となってくるように思いますので、全

体を通してではなく、それぞれ区切って説明して、質問をいただいて、その都度、皆さまに

ご意見をいただきたいと思います。 

【事務局】それでは資料１をお願いいたします。前回の審議会において、「水道料金の改定に

より収益を改善することは止むを得ない」との中間答申を皆さま方からいただきましたの

で、こちらは料金改定に向けての資料となっております。 

１ページをお願いいたします。水道料金の基本原則について記載しております。水道料金に

ついては、地方公営企業法及び水道法で基本的な考え方が定義されております。どちらの法

律でも同様の内容となっており、「公正妥当」「能率的な経営の下における適正な原価を基礎

とする」「健全な経営を確保することができるもの」の３点がポイントとなっております。 

２ページをお願いいたします。こちらでは、水道料金の算定プロセスについて記載しており

ます。上の青枠でございますが、水道料金は１ページでご説明した法令で示された水道料金

の原則に基づき、各水道事業が料金水準を設定してまいります。また、基本原則の趣旨に基

づいて日本水道協会が作成しております、「水道料金算定要領」で算定方法が示されており

ます。算定要領については、今回お手元に資料として配付させていただいております。プロ

セスとしては大きく４つのステップがあります。まず、ステップ１としては、「財政計画の

策定」です。将来の水需要予測の算定や将来の財政収支のシミュレーションを行います。こ

のステップは第２回審議会までで協議を行った内容となります。次が、ステップ２で「料金

水準の算定」となり、今回の審議会でご協議いただく内容となります。ここでは料金算定期

間の設定、総括原価の算定、料金改定率の決定を行います。内容については後ほどご説明い

たします。次がステップ３になります。全体の料金改定率が決定した後に、ステップ３で

「料金体系の決定」を行います。全体の料金水準を元に、基本料金や重量料金、料金体系等

の決定を行います。こちらは次回以降の審議会でご協議いただく内容です。最後のステップ

４ではステップ３で決めた料金体系を元に、水道料金表の確定を行います。 

３ページをお願いいたします。水道料金の改定の方向性についてです。まず「目指すべき方

向性」で２つの項目を掲げています。１つ目が料金回収率についてです。給水に係る費用を

給水収益で賄っている割合を示す指標になりますが、令和６年度実績が 86.6％となってお
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り、費用を収益で全く賄えていない状況になっているため、この指標の改善が必要となりま

す。２つ目が資金残高の確保です。事業経営を安定的に継続するためには十分な資金残高を

確保する必要があります。年間収支では成り立っていても、年度中に現金が足りなくなれ

ば、事業を運営することはできなくなります。災害等の不測の事態に備えるためにも、給水

収益１年分、少なくとも１億円以上の資金残高の確保が必要となります。その下、改定時期

の案について記載しております。前回の審議会で、財政シミュレーションの中で皆さまにご

説明しましたとおり、現在の状況のままですと最短で令和８年度に資金不足となるため、早

期の改定が必要となっております。２つ目ですが、料金改定をする場合、町議会において給

水条例の改正が必要となり、その後には料金システムの改修作業や住民の方への周知が必要

となるため、改正条例議決後に一定の準備期間が必要となります。以上の２点を考慮します

と、改定時期の案としては、令和８年度の早い時期である必要があると考えております。こ

こまでの説明は以上となります。 

【会 長】はい、ありがとうございました。２ページでは料金の算定プロセスが示されており

ますけれども、今日の第３回の審議会では、ステップ２の「料金水準の算定」ということ

で、審議をしたいと思っております。３ページ目に赤字で書いてありますが、改定時期につ

いて、事務局からの提案では、令和８年度の早い時期、すなわち来年度の早い時期に料金改

定を行うということが示されております。その根拠となるものが上の方に示されております

けれども、まずこの改定時期ですね。これについて、ご質問やご意見等ございましたらお願

いしたいと思います。 

【委 員】よろしいですか。議会での議決から、実際に改定するまでの期間というのは、具体

的にはどのくらいかかりますか。 

【事務局】今、想定するところでは、令和８年の３月議会に条例を提案いたしまして、そこで

議決いただいた場合に、システム改修、住民の方に周知をしまして、令和８年１０月が改定

の有力な時期になってくると考えております。 

【委 員】ありがとうございました。 

【会 長】他にご意見はありませんか。では、令和８年度の早い時期で、今、１０月というお

話がありましたが、この時期に料金改定ということで、皆さまよろしいでしょうか。 

（異議なし） 

【会 長】はい。ご異議はないようですので、そのようにいたしたいと思います。それではそ

の次の資料の説明をお願いします。 

【事務局】それでは４ページをお願いいたします。こちらは水道料金の算定方法である総括原

価方式についての説明になります。総括原価方式は、事業の維持・運営に必要な費用である

「総括原価」を算定し、費用からそれに見合った額を水道料金として定める方法です。水道
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料金算定要領で示されている方式となります。赤字で計算式を記載していますが、営業費用

及び資本費用の合計から料金収入以外の収入を控除したものが総括原価となり、その金額が

必要な料金収入となります。その下にそれぞれの項目について記載しておりますが、営業費

用は既存の水道施設を維持管理していくために必要な費用で、修繕費、委託料、動力費、人

件費、減価償却費等がこの項目に当たります。資本費用は起債の支払利息と資産維持費にな

ります。この「資産維持費」が総括原価方式の中でも重要なポイントになりますが、水道施

設の計画的な更新等の原資として内部留保されるべき額であり、維持すべき資産に適正な率

を乗じて算定した額とします。建設時と同じ価額で造り直すのであれば、固定資産の場合、

減価償却費による内部留保で賄うことができますが、現在は材料等の物価上昇等により、当

時より費用が多く掛かることになり、減価償却費のみでは費用が不足するため、そういった

費用不足に充てるために、この資産維持費がプラスアルファとして必要となります。控除項

目については、手数料等の料金収入以外の収入となります。 

５ページをお願いいたします。こちらは、料金算定期間の設定についての資料で、総括原価

を何年の期間で計算するかということです。収支計画については令和７年度から令和１６年

度の１０年間でシミュレーションを行いましたが、物価高騰や災害等の変化が著しい社会情

勢に対応するため、料金算定期間については令和８年度から令和１２年度までの５年間で設

定します。なお、「水道料金算定要領」でもおおむね３年から５年の期間が推奨されていま

す。これを１０年等に設定した場合、物価高騰などによる料金反映が難しくなるため、３年

から５年という期間が推奨されております。また、期間ごとの適切な時期には見直しを行う

必要があります。また、予想できなかった事業計画の変更や物価の変動等、財政に大きな影

響を及ぼす事情が生じた場合には、財政の健全化及び料金負担の公平化の見地から料金算定

期間中であっても、適時適切な料金改定が必要となります。下半分の図で示しているよう

に、算定期間終了後には再び総括原価の算定を行い、収入に不足があれば料金改定、収入が

足りていれば改定なしとなります。総括原価の算定を繰り返すことにより、事業に必要な料

金収入を確保していきます。黄色の吹き出しに記載しておりますが、大きな影響を及ぼす事

情が発生した場合には、期間中であっても見直しを行う必要がございます。以上です。 

【会 長】はい、ありがとうございます。総括原価方式に基づいて算定をしていくということ

でありますが、５ページにありますように、料金算定の期間の設定ということで、５年と示

されています。３年から５年の期間が推奨されているということですが、ここでは５年とい

う期間にしているということでございます。この点について、何かご質問ご意見等ございま

したら、お願いしたいと思います。 

【委 員】はい。これ８年から５年間で算定されていますけど、この間見直しはしないという

ことでしょうか。 

【事務局】基本的には大きな事情、課題が生じなければ。 
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【委 員】見直しはしないと。 

【事務局】今の計画に入っていない、事業運営に大きな影響を与えるような事情がもし発生し

た場合は、見直す可能性はあります。ただ、基本的には５年間ごとにと考えておりますが、

５年内でも、総括原価として大きく必要になるものが発生すれば、その時点で再度算定をす

る可能性というのはございます。 

【委 員】ありがとうございます。 

【会 長】他にいかがでしょうか。３年から５年っていうのが推奨されているということです

が、３年ではなくて５年にしたということですね。 

【事務局】はい、そうです。実際、料金算定期間が３年になりますと、今回改定を行った後、

場合によっては比較的すぐに改定となり、住民さんにとっても混乱を与えてしまう可能性が

あります。今回、本町としても久しぶりの改定になりますので、一旦、推奨期間の中で一番

長い５年を採用するよう考えております。 

【会 長】それでは、この料金算定期間の事務局案は５年ですが、皆さん、５年ということで

よろしいでしょうか。 

（異議なし） 

【会 長】はい、ありがとうございます。それでは、その次の説明をお願いします。 

【事務局】はい、では６ページをお願いします。こちらは、資産維持費の設定についての説明

となります。先ほど総括原価方式の計算式で説明しましたが、資産維持費は水道施設の計画

的な更新等の原資として必要な費用になります。資産維持費は現在町が保有している資産残

高に資産維持費を乗じることにより算定されます。資産維持率は今後の更新、再構築を円滑

に推進し、永続的な給水サービスの提供を確保できる水準として３％を標準とし、各水道事

業者の中長期的な施設整備・更新計画及び財務計画等に照らして適正な水準となるように決

定するものとなっております。要領では、３パーセントが標準とされておりますが、今回の

計算では資産維持率は１.５％に設定しております。標準の３％を採用していない理由です

が、以前ご説明いたしましたとおり、本町では施設台帳が未整備であり、現時点で中長期的

な整備計画の作成が難しい状況です。料金改定後に施設台帳の整備を行い、資産価値等を照

合するなどして、整備完了後に資産維持率の見直しを行うため、今回は１.５％に設定して

おります。 

【会 長】ありがとうございました。資産維持費の設定ということで、下に書かれています、

１.５％にするというように提案がされております。これについて、ご質問やご意見があり

ましたらお願いしたいと思います。 
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【委 員】ちょっと納得がいかない気もするんですけれど、この資産維持率をかけた資産維持

費、これが料金改定のための元の数字になりますよね。その元の数字そのものを、今の説明

だと暫定的に１.５％で算定して試算しますよという説明ですね。で、料金改定した後に、

施設台帳を整備し、そこでもって、確実なパーセンテージを決めますよと。で、先ほどの説

明だと、５年間は基本的に維持しますよという説明でした。少し今、違和感を感じているん

ですけど、どうでしょうか。 

【事務局】確かに、料金改定上、資産維持費は大事な数字になってきますので、加藤委員がお

っしゃる疑問点というものは当然のことかなと思います。実際、５年間は基本的に変えない

ということで、先ほどご説明しましたが、実際に料金改定を令和８年度に実施した場合、そ

れ以降に施設台帳を整備することとしています。施設台帳は全ての水道の施設の台帳になり

ますので、作成も一定の期間が必要になってくると思っております。そうなってきますと、

期間中の見直しというよりは、次の５年後の見直しに向けて、資産維持率をどう設定するの

か精査していくと。施設台帳整備にはやはり３、４年はかかってくると思いますので、基本

的には次の算定期間の際に、率については見直しが発生するかと考えております。 

【委 員】じゃあ台帳整備はこの５年間の間に終わらせるってことですね。 

【事務局】はい、そうです。施設台帳は既にほとんどの団体で整備されております。やはり整

備計画を今後考えるためにも必ず必要なものになりますので、まずは料金改定で収支を改善

し、それ以降早い段階で施設台帳については整備を行っていきたいと思っています。 

【委 員】施設台帳というのは固定資産台帳でしょうか。 

【事務局】固定資産台帳自体はありますが、それとは別に、施設台帳として必要な細かい項目

が必要になります。 

【委 員】小竹町さんが自前でされるのですか。 

【事務局】はい。業者さんの方に委託をする形にはなります。 

【会 長】はい。ありがとうございます。それでは、資産維持率についてですが、１．５％と

いうことで皆さんよろしいでしょうか。 

（異議なし） 

 

【会 長】ありがとうございます。では次の説明をお願いします。 

【事務局】７ページをお願いいたします。総括原価の内訳となります。算定期間である令和８

年度から令和１２年度までの算定期間５か年の見込みによる総括原価となります。各費用に

つきましては、基本的に第２回審議会でお示しした財政シミュレーションを積み上げた数値

で、資本費用の中の下から４行目が、先ほど説明した１.５％の率で計算した資産維持費と
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なります。右下の総合計額約１０億 1千万円が５か年の総括原価総額となり、この金額が必

要な料金収入となります。 

８ページをお願いいたします。こちらでは先ほど計算した総括原価から料金改定率を算出し

ます。まずＡ欄の総括原価の５か年平均は約２億円となります。次にＢ欄の有収水量の５か

年平均は第１回審議会でお示しした有収水量見込から計算しており、611,813 ㎥となりま

す。総括原価を有収水量で割ると、供給単価が算定され 331.51 円／㎥。これが料金収入額

を確保するために必要な供給単価となります。令和６年度の供給単価実績は 216.67 円/㎥と

なっています。Ｃの必要な供給単価をＤの現在の供給単価で割ると、改定率が算出されま

す。改定率は１５３％となり、５３％増の改定率が本町の適切な料金水準であると、総括原

価方式により算出されます。 

９ページをお願いいたします。５３％増の改定を行った際の収益的収支予測となります。改

定に向けた準備期間が必要となるため、令和８年１０月からの改定を条件に試算していま

す。上の表は前回審議会でお示しした予測となります。令和８年度に資金残高はマイナスと

なります。下の表が改定を行った場合の予測です。令和８年度は料金改定が半年分のみとな

るため、純損失とはなりますが、改定前から比較すると大幅にその額は減少しています。令

和９年度から令和１１年度については純利益が発生する見込みです。算定期間の最終年度で

ある令和１２年度は純損失が発生しますが、総括原価の計算は５年合計でのバランスを取る

ため、有収水量が減少している状況では算定年度の前半より後半の方が収益状況は悪化しま

す。しかしながら、５年合計で見ると、約７千万の純利益が発生し、資金残高も１２年度末

で１億１千万円以上が確保できるため、３ページでご説明した「目指すべき方向性」と合致

しています。説明は以上となります。 

【会 長】ありがとうございます。現行料金から５３％増と。率として算定の結果こうなった

ということでございます。この改定率について、ご意見等ございましたらお願いします。こ

の数字に基づき今後料金体系を作っていくことになりますので、大事な数字になります。 

【委 員】令和１２年度以降はマイナスになる見込みですね。 

【事務局】はい。これは先ほどご説明したように、算定期間が５年という形になりますので、

令和１１年から１２年にかけて再度算定する形になります。その時点の令和１１年、１２年

の状況で、１３年以降の５年分の収支を見まして、今と当然給水収益も、費用的にも変わる

部分もありますので、その時点で再度５年間の収支を見てまた算定することになります。今

回、改定を３５年以上ぶりに行いますが、算定要領に基づき５年ごとに上げる、結果として

上げないという答えも出る可能性はあるんですけども、５年ごとに先の費用を見直し、そこ

で必要な収益を料金で確保するという作業を繰り返すような形になってまいります。 

【委 員】５３％とは凄い数字とは思います。ただ、３０年間何もしてなかったツケがここで

出たのかなと思います。でも、もうどうしてもこれがないと赤字が続くなら、致し方ない。

で、また５年後に見直し。上がるっていうことが前提ですよね。ただ、これで議会が通るか
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というところがちょっと心配なところですね。でも運営上はもう上げなきゃ仕方ない。上げ

ないと今後経営が、事業が成り立っていかないから致し方ないってことじゃないですかね。 

【委 員】５３％。はい。例えばうちが今５千円ぐらいなんですけど、それが２千５百円くら

い上がるってことですよね。 

【事務局】今お示しした５３％というのが、全体の給水収益を５３％上げる必要があるという

ことですので、この５３％が今回の審議会で決定した場合に、次回以降の審議会で、料金体

系については審議していただくことになります。ですが、平均して考えると、今、木原委員

がおっしゃったようなイメージで間違いはございません。 

【委 員】基本料金も上げると。 

【事務局】そこについては、本町で言うと用途別、つまり「家庭用」や「その他」「工場用」

などがありますし、基本料金についても３トン以下、１０トン以下で超過料金の額もそれぞ

れ設定があります。これについてはやはり自治体によってもいろんな考え方がありますの

で、今の体系を維持したまま基本料金と超過料金を上げるのか、それとも料金体系全体を見

直すかというのも、今後皆さまからご意見をいただく形になります。ですので、今回５３％

という形で決まった場合は、次に「ステップ４」の部分になりますけども、そこでまた皆さ

まからいろいろご意見をいただいて、具体的なお話を次回以降進めていただきたいと思って

おります。 

【委 員】この数字そのものは、もう算定されて出てきた数字なので、如何ともし難い数字と

思うんですけど、一つ伺いたいのは、この今のような状況になった最大の原因は過疎ですよ

ね。過疎になったがためのこういう状況であるならば、今でもまだ過疎対策事業っていうの

があるんですかね。ありますね。過疎債もありますよね。そういった、過疎が原因での資金

不足のための一般会計からの拠出が可能であれば、それを過疎対策事業として採用され、過

疎債の借入ができるんじゃないかなと思うんですね。そうすると交付税でかなり国がみてく

れますけども、そういう活用というのは可能でしょうか。もしそうすると、少しは資金不足

の足しになるんじゃないかなと。 

【委 員】前回、委員さんから一般会計からの繰入のお話もあったと思います。実際問題、計

算上は５３％という数字が出て、それは町民の方のご理解を得られるのかって問題がありま

すが、まずその計算上はこれでいいんですよ。議員さんはおそらくお分かりになると思いま

すので、計算上はいいと思います。ただ、今度それを上程するとき、議員さんに説明すると

きに、最低限度ですね、一般会計からの繰入で、財政的に限度はあるんでしょうけど、それ

を最低限度確保した上で、３割とかいうくらいに抑えるような方向性でしては。これからす

ると、１２年を目指して５割上げて、また５割上げるかっていることが見えてきてますよ

ね。それから、資料から、統括原価の内訳を見させていただいているんですけど、小竹町さ

んはやはり総合計の予算に対して、原水・浄水部門費が約５割かかっておられるんですよ
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ね。この料金値上げの根本の問題がやはりこの原水・浄水部門費用がかかりすぎているとい

うことが一番の問題で、それが料金の高騰にかかってきていると思います。だから個々の浄

水場とかの運営費とか改良費とかの個々の考え方などを早めに考えて、この問題を解消しな

いと料金の高騰に歯止めがかからないというのが、私からの意見としてはあります。ここは

考えていただいたほうがよろしいかと思います。 

【事務局】ありがとうございます。複数の委員さんから引き上げ率が高いということに対し

て、一般会計の負担についてのお話がございました。今回、審議会では、皆さんお分かりの

通り、計算上の、必要な率を答申ではそのままお出しいただく方向になりましょうが、当

然、今言われているような一般会計側の負担や、起債の借入など、引上げ率を抑えるための

ご意見については、その最終答申の付帯意見として挙げていただければと思います。実際の

３月の条例改正の際、町長が条例を出される際には率について十分配慮を、といったような

内容になろうかと思います。ですので、今そういったご意見はたくさん出していただいて、

最終答申の方に記載いただく形になろうと思っております。また、先ほどの浄水場等の運営

経費の問題についてはおっしゃる通りと思います。包括委託を行って、運営上は非常に安定

してきている。ただ一方では費用がかかるというところは現実としてありますので、委員さ

んのおっしゃる通り、そこは再度考えていかないといけないと思っております。 

【委 員】過疎債の適用については確認をお願いします。 

【事務局】わかりました。 

【委 員】先ほど他の委員も言われたように、５３％、これで全てであればいいけれども、あ

くまでも暫定的ということ。一番は住民の方に対して５３％値上げしますと。これは致し方

ないと。住民の方からしてもこれが最後、恒久的なものであれば良いけれどもまた見直しが

あって、５年経ったらまた改定と。非常にシビアな数字になると思うんですよね。そこのと

ころがやっぱりもう少し詰めることろは詰めていってですね。どっちにしても、この５年間

の短期間の中でするのであれば、少しでもやっぱりこの改定率というのを抑制して、住民の

方に提示して、理解を得る方向にしていくべきじゃないのかなと。 

【事務局】おっしゃる通りと思います。改定率を抑制していくような取り組みについては引き

続き進めていかなければと思いますし、あわせて、３５年以上ぶりの改定にあたって必要な

こととして、やはり今の水道事業の運営の状況であったり、なぜ今回このように上げなけれ

ばいけないのかというところを、広く住民の方にお知らせするような方法をきちんと取って

いかなければいけないと。これは今後の審議の中でもご提案申し上げたいと思っておりま

す。 
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【委 員】率的には確かに大きく見えるんですけど、例えば近隣の自治体さんと比べた結果と

か、小竹町と同じような人口のところの単価を見ると、これって高いのでしょうか、低いの

でしょうか。 

【事務局】水道事業では、それぞれ原水の状況などが違っています。例えば、原水がきれいで

あれば、浄水場での処理工程も短くなりますので、近隣であっても、あとは人口が同じであ

っても、塩素だけを入れれば浄水が終わるような自治体もありますので、なかなか人口規模

だけでは測れないところがあります。それから、今回率を上げると、前回までの審議会で、

本町の水道料金の県内での順をお示ししたかと思いますが、５３％上げると低い方からの順

位は下がると予測します。今年４月に県内で料金を改定した自治体も多くあり、今、全国的

にも、どこも水道事業は厳しいものがあるとは言え、料金としては県内平均よりは高い数字

になるのは間違いないと思われます。 

【委 員】わかりました。 

【会 長】今後ですね、率だけでなく、方針というか、方策とかそういうものも考えていかな

いといけないと。そういうご意見もありました。ありがとうございます。委員の皆様からい

ろいろな意見を出していただきましたが、この現行料金から５３％増という、「５３％」と

いう数字については、皆さまよろしいでしょうか。 

（異議なし） 

ありがとうございました。ではこの数字に基づいて、次回以降、料金体系などについて審議

していきたいと思います。先ほどご説明がありましたように、これは全体の平均値として、

５３％。使用用途や使用量などによってそれぞれ実際の数字は変わっていくということにな

ると思います。 

 

⑵ 経営戦略について 

【会 長】事務局の説明をお願いします。 

【事務局】資料２をお願いいたします。資料２では経営戦略についてご説明いたします。 

１ページをお願いいたします。経営戦略は公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続し

ていくための中長期的な経営の基本計画となります。中段に経営戦略のイメージを記載して

います。投資試算と財源試算を行い、また、効率化や経営健全化の取組方針を反映させた投

資以外の経費を算定し、投資財政計画を作成し、基本的に収支均衡を取る必要があります。

右の吹き出しに記載があるように、経営戦略は進捗管理を行いながら、３年から５年ごとに

見直しを行います。経営戦略については国から要請が出ており、平成２６年には経営戦略策

定の要請、平成２８年には令和２年度までに策定１００％の要請、令和３年には令和７年度

までに見直し率が１００％の要請が行われています。上水道事業では令和５年度末で全国の
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９９．３％が策定済みとなっていますが、本町では未策定となっております。未策定の理由

としましては、作成時期に収支計画に大きな影響を与える企業進出の計画や令和７年度開始

の浄水場包括委託の検討などがあったため、経営戦略案の作成に留まっていました。今回、

料金改定がまとまった後の５回目以降の審議会で経営戦略案を皆さまにお示しし、内容をご

確認いただく予定としております。 

２ページをお願いいたします。総務省のひな型から記載事項を列記しています。大項目のみ

読み上げますが、１で事業概要、２で将来の事業環境、３で経営の基本方針、４で投資・財

政計画（収支計画）、５で経営戦略の事後検証、改定等に関する事項となっています。ほと

んどの項目が今回までの審議会で皆さまにご確認いただいているものとなっております。 

３ページと４ページにはひな形を抜粋して掲載をしております。これについては、あくまで

雛形ですので、各水道事業で必要な項目等を追加することになりますが、基本的な形式とし

てはお示ししたような形式になっております。経営戦略についての説明は以上となります。 

【会 長】はい、ありがとうございました。経営戦略について説明いただきました。この件に

つきまして、ご質問、ご意見等がございましたらお願いしたいと思います。 

（意見等なし） 

それでは、審議事項については以上になります。事務局からその他あればお願いします。 

【事務局】（次回の会議日程について調整） 

 

～  閉会  １０時０２分   ～ 

 

 


